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（百万円未満切捨て） 
１．20年３月期の連結業績（平成19年4月１日～平成20年3月31日） 
(1)連結経営成績                                （％表示は対前期増減率） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円   ％

20年３月期 
19年３月期 

23,383   34.0  
17,446   21.7  

9,833  154.0 
3,871   95.1 

8,916  141.0  
3,700   94.7  

7,198  222.6 
2,231  88.4 

 

 １株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益       

自己資本 
当期純利益率 

総 資 産 
経常利益率 

売 上 高 
営業利益率 

  円 銭  円 銭 ％ ％ ％
20年３月期 
19年３月期 

   250.81     
80.95     

249.57    
－   

    45.4     
21.8     

32.4      
16.1      

42.1     
22.2     

(参考) 持分法投資損益       20年３月期   － 百万円  19年３月期   － 百万円 
 
(2)連結財政状態 

 総 資 産      純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

20年３月期 
19年３月期 

    31,118       
23,870       

20,425      
11,309      

65.6        
47.4        

694.49      
410.32      

(参考) 自己資本       20年３月期   20,425百万円  19年３月期  11,309百万円 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

20年３月期 
19年３月期 

9,935        
4,427        

△1,906      
△2,618      

△1,597        
△516     

8,767       
3,389       

 
 
２．配当の状況 

 １株当たり配当金 

（基準日） 期末 年間 

配当金総額
(年間) 

配当性向 
（連結） 

純資産 
配当率 
（連結） 

  円 銭  円 銭 百万円 ％ ％ 

19年３月期 
20年３月期 

18.00 
40.00 

18.00  
40.00  

496   
  1,176   

22.2   
 15.9   

4.9     
7.2     

21年３月期 
（予想） 

38.00 38.00  
 

   20.2   
 

 
 
 
３．21年３月期の連結業績予想（平成20年４月１日～平成21年３月31日） 

（％表示は、通期は対前期、第２四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率） 
 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり 

当期純利益 
 百万円  ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円  ％ 円  銭

第２四半期連結累計期間 
通    期 

12,000  12.0 
24,500   4.8 

4,800   16.6
8,900  △9.5

4,900  27.4
9,000   0.9

2,900  △21.3 
5,400  △25.0 

101.05    
188.16    
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４．その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無 
 
(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項の変更に記載されるもの） 
① 会計基準等の改正に伴う変更  有 
② ①以外の変更   無 

〔(注)詳細は、15ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。〕 
 
(3) 発行済株式数（普通株式） 

①期末発行済株式数（自己株式を含む） 20年３月期 29,429,335株 19年３月期 27,581,363株 
②期末自己株式数  20年３月期   19,070株 19年３月期 18,758株 
 (注) 1 株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、21 ページ「１株当たり情報」をご覧

ください。 
 
 
(参考)個別業績の概要 
 

１.20年３月期の個別業績(平成19年４月１日～平成20年３月31日) 
(1)個別経営成績                               （％表示は対前期増減率） 

 売 上 高     営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円   ％

20年３月期 
19年３月期 

23,730   33.5  
17,781   20.5  

9,861  162.7 
3,753   89.6 

9,223  143.3  
3,791   78.3  

5,685 142.6 
2,343  69.4  

 １株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益       

 円 銭 円 銭

20年３月期 
19年３月期 

198.09      
85.02      

197.11     
－      

(2)個別財政状態 

 総 資 産      純 資 産      自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

20年３月期 
19年３月期 

21,516       
12,538    

 16,455       
8,848    

76.5         
70.6         

559.51      
321.03      

(参考) 自己資本       20年３月期    16,455百万円  19年３月期   8,848百万円 
  

２．21年３月期の個別業績予想（平成20年４月１日～平成21年３月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第２四半期累計期間は対前年同四半期増減率）  

 
売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

1株当たり 
当期純利益 

 百万円  ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円  ％  円 銭
第２四半期累計期間 

通    期 
12,000  10.3 
25,000   5.3 

4,800  14.0
9,000 △8.7

4,900  18.1
9,200 △0.3

3,000  19.1 
5,500 △3.3 

104.53   
191.64   

 
 
 
 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来に関する記述等についてのご注意) 

 本資料に記載されている事業見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的である

と判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績

予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、3～4 ページ「１．経営成績 

(1) 経営成績に関する分析」をご覧ください。 
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１．経営成績 

 

(1)  経営成績に関する分析 

① 当期の概況 

当連結会計年度の世界経済は、ファンダメンタルズが長期的に健全であり、ここ数年の底固い成長を背景に

引き続き好調に推移しましたが、米国のサブプライムローン問題に端を発して当期の後半には不透明感が広が

り、さらに当期末には、経済成長への悪影響が懸念されるとの見方が急速に広まり、インフレ懸念も高まりま

した。旺盛な設備投資と消費の拡大により、世界経済の牽引役を担ってきた新興国や資源国の成長が明るい点

ではありますが、国際金融市場の緊張状態や原油及び一次産品価格高騰の国際的影響は免れ得ず、成長の停滞

が懸念されております。日本経済については、外需に牽引される形で概ね堅調に推移しましたが、内需主体の

業種においては、需要環境の悪化も目立ち始め、業種によって好不調の明暗が分かれました。その中で海運業

は旺盛な荷動きと市況の高騰により、総じて結果は好調でありました。 

 

事業を取り巻く環境に関しましては、運賃及び用船市況は前期に引き続き一本調子で高騰を続け、１１月に

史上最高値を記録いたしました。一旦調整局面で下落したものの、その後に再び上昇する力強さを示し、通期

において高水準で推移いたしました。一方、為替につきましては、前期後半からの円安が引き続き当期の前半

まで維持されましたが、後半からは世界経済の不透明感を受け当期末にかけて急速に円高が進行しました。こ

の結果、当期の為替相場は、年間平均で１１５.５１円/米ドルと前期比で約２円の円高となりました。また、

燃料油価格につきましては、前期は比較的沈静化を見せていた原油価格が、当期は右肩上がりで上昇し、サブ

プライムローン問題による世界的な信用不安の拡大により、原油市場へ投機的な資金が流入したことにより、

原油在庫の減少による懸念と相俟って価格上昇を続け２００８年２月には史上初めてＷＴＩが１００ドル（Ｎ

Ｙ先物）を突破し、更に上値を狙う展開となった為、この動きに連動して船舶燃料油価格も高騰し、高値圏で

張り付いております。当期の平均燃料油価格は４２０ドルで前期比約８８ドルの上昇となり、円高とともに航

海採算を圧迫いたしました。 

 

このような状況下、当社グループの主力船隊である中小型撤積船は、従来より強みを発揮する穀物等の主要

貨物に加え、石炭・セメント･非鉄その他鋼材貨物等の有利成約をベースとして、市況変動に機敏に対応した貸

船契約の締結や期間輸送契約の増加及び条件更改による固定化・安定化の比率を高めるとともに、南北航路等

の三国間輸送へ積極的に取り組み、支配船腹の効率配船により収益の増大に努めました。その結果、採算は前

期比大幅に向上し、前期に引き続き、創業以来の最高収益及び利益を更新いたしました。 

 

なお、当期の設備の拡充に関しましては、海外連結子会社において、平成１９年４月２４日に「連結子会社

の固定資産（船舶）の譲渡について」でご報告し、７月９日付けにて臨時報告書を提出いたしました船舶譲渡

益を特別利益に計上しております。一方、９月末に船令５年の中古船（２９千重量トン型）を購入し、船舶資

産を刷新いたしました。 

 

所在地別のセグメント状況は以下のとおりであります。 

 

１ 日本 

国内の売上高は、前期に続き、高水準の運賃・用船市況の中、積極的に自主運航を進めたことにより、

新規積荷契約の獲得や、既存契約の更改等による運賃収入が増加しました。一方で燃料費を始めとして運

航費も大幅に増加したものの、スポット用船の返船（一隻）に加え、用船契約（借船）の有利更改や買取

権の行使による自社船化により大幅に借船料が削減されるなど運航採算が向上し大幅な増収増益となり

ました。 

以上の結果、営業収益は５,９４８百万円増の２３,７３０百万円を計上、営業費用は、前年同期比  

１５９百万円減の１３,８６８百万円となり、その結果、営業利益は６,１０８百万円増の９,８６１百万

円となりました。 
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２ パナマ 

パナマの売上高は前年同期比４百万円増の３,８３５百万円、営業費用が１５０百万円増の３,８６４百

万円を計上したことにより、営業損益は１４６百万円減の２８百万円の損失となりました。 

 

② 次期の見通し 

次期業績につきましては、世界経済において景気停滞の兆しが見える中、高止まりの状況にある燃料油価格

や円高ドル安傾向にある為替に加え、船舶供給の増大や船員不足、さらに鋼板等資材費の高騰を反映して当期

に引き続き船員費や修繕費等の上昇は必定であり、当社グループと取り巻く事業環境は、これら損益を圧迫す

る諸要因により不透明感があり、業績の上下変動の幅は従来に比べ広がっております。 

 

しかしながら船舶の運航効率の向上やコスト削減対策を推進することによりコスト増加を抑えると同時に、

新規船舶投入による運航規模の拡大を図り、ビジネスの安定化・固定化を進めることにより、市況変動への抵

抗力を一層強めて参ります。また、運賃及び用船市況につきましては、中国を始めとした新興国の荷動きは旺

盛であり、船腹の需給関係より見て、引き続き強含みで推移し、好調を持続すると思われます。 

 

このような見通しの下、通期の連結業績といたしましては、売上高２４,５００百万円、営業利益８,９００

百万円、経常利益９,０００百万円、純利益５,４００百万円と予想しております。 

 

なお、業績の見通しにおける前提は、為替を１００円/米ドル、燃料油価格をトン当り５２０ドルで策定して

おります。 

 

(2)  財政状態に関する分析 

① 当連結会計年度末における総資産は、前期末に比べ７,２４８百万円増加し、３１,１１８ 百万円となりま

した。これは主に、現金・預金５,３７７百万円、投資有価証券１,７５７百万円並びに建設仮勘定３１５百

万円等の増加、船舶１,１０８百万円等の減少によるものです。 

負債は、前期末に比べ１,８６７百万円減少し、１０,６９３百万円となりました。これは主に、海運業未

払金４３４百万円並びに未払法人税等１,８５７百万円等の増加、短期借入金１,９５５百万円、長期借入金

２,１９９百万円等の減少によるものです。 

純資産は、転換社債の発行及び新株への転換完了により、資本金並びに資本準備金が前期末に比べ、各々

１,４９９百万円増加し、利益剰余金も６,７０１百万円増加いたしましたが、その他有価証券評価差額金が

６７７百万円減少したこと等により、前期末に比べ９,１１５百万円増加の２０,４２５百万円となりました。

以上の結果、連結ベースの自己資本比率は、６５.６％となりました。 

 

② キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は８,７６７百万円となり、前年同

期比５,３７７百万円増加しました。 

 

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動により増加した資金は９,９３５ 百万円（前年同期比５,５０８百万円の増加）で、これは主に税金等

調整前当期純利益が１１,２３３百万円、減価償却費が１,７３２百万円となったことに加え、為替換算差額  

 ９７３百万円等により増加する一方、固定資産売却益２,３４５百万円並びに法人税等の支払い１,９７１百万

円等による減少によるものです。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動により減少した資金は１,９０６百万円（前年同期比７１２百万円の増加）で、これは主に船舶の売却

による収入３,２７０百万円の増加、船舶の取得による支出１,８３４百万円並びに投資有価証券の取得による 

３,１９６百万円等による減少によるものです。 
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（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動により減少した資金は１,５９７百万円（前年同期比１,０８１百万円の減少）で、これは主に社債の

発行による３,０００百万円の増加、長期借入金の返済３,７７４百万円、短期借入金３００百万円の減少並びに

配当金の支払い４９５百万円等による減少によるものです。 

 

なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

  

 
第８９期 

平成17年3月期

第９０期 

平成18年3月期

第９１期 

平成19年3月期 

第９２期 

平成20年3月期

自己資本比率（％） ３１.２ ４１.６ ４７.４ ６５.６

時価ベースの自己資本比率（％） ７１.７ ５７.６ ９５.８ １２０.９７

債務償還年数（年） ２.６ ４.６ １.８ ０.４

インタレスト・カバレッジ・レシオ ２４.０ １３.５ ２６.９ ７５.２

 ※ 自己資本比率：       自己資本／総資産 

   時価ベースの自己資本比率： 株式時価総額／総資産 

   債務償還年数：       有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

   インタレスト・カバレッジ・レシオ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 

 １．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

 ２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。 

 ３．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用し

ております。有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を

対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用し

ております。 

 

(3)  利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、企業価値の向上を念頭に、将来の事業展開のために必要な内部留保を確保しつつ、安定的な配当を 
基本として業績に連動した利益を総合的に勘案して株主に配分することを基本方針としており、安定配当と業

績連動配当を合わせた配当性向につきましては、当面の間２０％（個別純利益）を目安とすることにいたしま

した。 
 

当期の年間配当につきましては、当期の業績及び内部留保等の財政状況を総合的に勘案した結果、従来予想 

の１株当たり３０円を１０円増配し、４０円を予定しております。また、次期（平成２１年３月期）の配当に

つきましては、次期業績見込みを前提に１株当たり３８円を予定しています。 

 

(4)  事業等のリスク 

当社グループの主たる事業である海運業において、世界各国の経済動向、政治的・社会的要因が事業に影響 

を及ぼす可能性があります。特に主要な船舶の就航区域である、北米、豪州、欧州、アジア圏の景況による物

流の拡縮は運賃、不定期船市況に大きく影響を及ぼします。 

また、この他に当社グループの事業活動において影響を及ぼす可能性があると考えられるリスクには、次の 

ようなものがあります。 

 

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものです。 

 

① 船舶の安全運航、環境問題 

当社グループは、SOLAS条約（海上人命安全条約）に基づくISMコード（International Safety Management

／国際安全管理規則）及び ISPS コード（International Ship and Port Facility Security Code／国際 
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 航海船舶及び国際港湾施設の保安の確保等に関する法律）等の条約適合証書を取得し、それらをグルー  

プ内に浸透させ運用しております。また、当社は平成１８年６月に環境マネジメントシステムについて

の国際規格である「ISO14001」の認証を取得し、安全管理に加えて環境管理の面においても強化を図っ

ておりますが、海難事故などにより、当社グループの資産である船体を破損し、物理的被害が生じると

同時に人的被害及び環境破壊が発生する恐れがあります。 

また、油濁事故等による海洋汚染が発生した場合、事業及び業績に多大な影響を及ぼす可能性があり

ます。 

 

② 為替レートの変動 

当社グループの売上高の大部分は、米ドル建ての運賃及び定期貸船料が占めております。また、費用

においても米ドル建ての設備資金の借入金、支払利息、海外における港費・荷役費、用船料（借船料）、

船員費、潤滑油費、船用品費等があり、費用のドル化を進めるとともに、通貨ヘッジ取引を行なうこと

により、為替レートの変動による影響を最小限に止める努力をしておりますが、米ドル建ての収入が費

用を上回っており、円高進行時には当社グループの損益にマイナスの影響を及ぼす可能性があります。 

 

③ 船舶燃料価格の変動 

船舶運航に必要な燃料については、燃料価格が国内に比べ安価な北米やシンガポール等で調達するこ

とや、先物予約によるヘッジにより、燃料費の安定化に努めておりますが、その上昇は運航船の収支に

影響を及ぼします。 

また、船舶燃料油の市場価格は世界の景況、産油国の情勢等により大きく変動し世界経済に多大な影

響を与える可能性があります。 

 

④ 金利の変動 

船舶建造資金及び運転資金は、その大部分を金融機関により調達しております。調達した資金の金利

リスクについては、金利スワップ取引による金利の固定化や有利子負債の削減などでヘッジするべく努

めておりますが、変動金利で調達している資金については、金利変動の影響を受ける可能性があります。 

 

⑤ 公的規制 

当社グループの主たる事業である外航海運業は、設備の安全性や船舶の安全運航のため、前述の国際

機関及び各国の法令、規則、規制等により、新たな船舶の仕様変更等による設備投資や租税対応等の費

用が発生する可能性があります。 

 

     ⑥  コーポレート・ガバナンス 

       当社グループは、前述の国際機関及び各国の法令、規則、規制等に対し、コンプライアンス（法   

令遵守）の強化を図っております。さらにリスク・マネジメントを含む内部統制システムを構築し、適

切なコーポレート・ガバナンス体制を整備しておりますが、天災などの自然事象や将来にわたって法令

違反等が発生した場合には、事業及び業績に多大な影響を及ぼす可能性があります。 
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２．企業集団の状況 

 

  当社グループは、当社及び当社の子会社２社により構成されております。 

主な事業内容は外航海運業であり、当社及び子会社２社の所有する船舶の自社運航と定期貸船を行っており

ます。また、同業他社から定期借船した船舶の自社運航及びそれらの定期貸船も行っております。 

その他、当社グループでは不動産賃貸業を併営しております。 

 

  事業の系統図は次のとおりです。 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

荷 主 用船者（本邦同業他社） 用船者（海外同業他社）

当 社 （外航海運業及び不動産賃貸業）

不
定
期
船
航
路
事
業

船

舶

貸

渡

業

連結子会社２社 船 主 （同業他社）

定期用船 裸用船 定期用船

航海用船 裸用船 定期用船 定期用船

荷 主 用船者（本邦同業他社） 用船者（海外同業他社）

当 社 （外航海運業及び不動産賃貸業）

不
定
期
船
航
路
事
業

船

舶

貸

渡

業

連結子会社２社 船 主 （同業他社）

定期用船 裸用船 定期用船

航海用船 裸用船 定期用船 定期用船
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３．経営方針 

 

(1)  会社の経営の基本方針 

当社グループは、「国際海上輸送を通して人々の生活向上に貢献します。」との経営理念のもとに、下記の 

基本方針を策定し、業容の拡大、高収益体質の確立を目指しております。 

 

１．様々なニーズに柔軟に対応し、顧客に信頼される船舶運航業者を目指す。 

２．企業モラルの向上と、コンプライアンスを尊重する企業風土を醸成する。 

３．透明性及び効率性の高い経営で企業価値の向上を図る。 

４．安全運航の徹底及び海洋・地球環境の保全に努める。 

 

(2)  中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題  

当社グループは、国際的に対応可能なコスト競争力の強化に努め、当社の主力船隊である中小型撤積船を 

中心に積極的な営業を展開（新規貨物獲得・更なる海外展開等）、従来にも増して、中長期輸送契約や定期貸

船の締結にも尽力して参ります。また燃料費先物予約等で市況変動にも備え、市況低落時にも安定的な利益を

確保できる基盤を確立していく所存です。 

  加えて、当社管理船隊の効率的かつ、安全で、信頼に足る運航を実現するためには、安全管理を徹底し、 

優秀船員の育成が不可欠と考えております。当社グループは、フィリピンに船員教育施設「INUI MARITIME  

SEMINER」を開校し、優秀な外国人船員の確保と、実践的な教育を行うとともに、安全管理マニュアルの整 

備・運用などに取り組んでおり、今後も一層の安全運航管理体制の強化を図って参ります。 

充実したコーポレート・ガバナンス体制の構築に関しましては、的確かつ、迅速な意思決定と業務執行を 

行い、効率的で健全な経営を実現することを重要課題としております。その中で、当社グループは、内部統制

の徹底を推し進めていくため、会社法に基づく「内部統制システムに関する基本方針」を策定しており、今後

はこの基本方針を遵守かつ、適宜見直しを進め、当社グループの業務の適正を確保して参ります。また、平成

２１年３月期より適用となります金融商品取引法に基づく「財務報告に係る内部統制の評価及び監査」体制の

整備につきましては、社内タスクチームを中心として構築した適正な評価及び監査が実行できる内部統制シス

テムの適切な運用に努めることにより、財務報告の実効性並びに信頼性を確保して参ります。 
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４．連結財務諸表等  

(1) 連結貸借対照表 

（単位 百万円／端数切捨て） 

前連結会計年度末 

（平成19年3月31日現在）

当連結会計年度末 

（平成20年3月31日現在） 

比較増減 

（減少は△） 

期  別 

 

 科  目 
金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 

 ％ ％ 

( 資  産  の  部  )    (２３,８７０) (100.0)     (３１,１１８) (100.0)     (７,２４８)

 流 動 資 産       ４,７７９ 20.0      １０,８８５ 35.0       ６,１０６

現 金 ・ 預 金 ３,３８９  ８,７６７  ５,３７７

海 運 業 未 収 金 ２６８ ５０４  ２３６

貯 蔵 品 ３６９ ５３２  １６２

繰延及び前払費用 ２７２ ２６５  △ ７

そ の 他 流 動 資 産 ４７９ ８１６  ３３７

貸 倒 引 当 金 △ ０ △ ０  △ ０

  

  

 固 定 資 産     １９,０９０ 80.0     ２０,２３３ 65.0       １,１４２

有 形 固 定 資 産     １３,８６３ 58.1     １３,０４２ 41.9       △ ８２０

船 舶 １３,６４１ １２,５３３  △ １,１０８

建 物 ・ 構 築 物 ７９ ７０  △ ８

器 具 ・ 備 品 ４４ ２８  △ １５

土 地 ９７ ９４  △ ２

建 設 仮 勘 定 － ３１５  ３１５

  

無 形 固 定 資 産            １３ 0.1            １０ 0.0           △ ２

電 話 加 入 権 １ １  －

ソ フ ト ウ ェ ア １１ ９  △ ２

  

投資その他の資産       ５,２１４ 21.8        ７,１８０ 23.1       １,９６５

投 資 有 価 証 券 ５,０３６ ６,７９３  １,７５７

長 期 性 預 金 － ２００  ２００

そ の 他 長 期 資 産 ２０５ ２１４  ８

貸 倒 引 当 金 △ ２７ △ ２７  －

  

  

  

資 産 合 計 ２３,８７０ 100.0 ３１,１１８ 100.0 ７,２４８
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  （単位 百万円／端数切捨て） 

前連結会計年度末 

（平成19年3月31日現在）

当連結会計年度末 

（平成20年3月31日現在） 

比較増減 

（減少は△） 

期  別 

 

 科  目 
金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 

 ％ ％ 

( 負  債  の  部  )    (１２,５６０) (52.6)    (１０,６９３) (34.4)   (△ １,８６７)

 流 動 負 債       ５,３０４ 22.2       ６,１１４ 19.7          ８１０

海 運 業 未 払 金 ８０９  １,２４４  ４３４

短 期 借 入 金 ２,８３４ ８７９  △ １,９５５

未 払 法 人 税 等 １,１３８ ２,９９５  １,８５７

繰 延 税 金 負 債 １７ ３２６  ３０８

未 払 費 用 ２７ １８  △ ９

前 受 金 ３０７ ４５５  １４８

預 り 金 １４ １６  ２

賞 与 引 当 金 ２０ ２２  １

役 員 賞 与 引 当 金 ３５ ８３  ４８

そ の 他 流 動 負 債 ９９ ７２  △ ２７

  

 固 定 負 債       ７,２５６ 30.4        ４,５７９ 14.7    △ ２,６７７

長 期 借 入 金 ５,０８６  ２,８８７  △ ２,１９９

繰 延 税 金 負 債 1,９０６ １,４２４  △ ４８１

退 職 給 付 引 当 金 ７５ ７３  △ １

未 払 役 員 退 職 慰 労 金 ６８ ６５  △ ３

特 別 修 繕 引 当 金 １０９ １０９  △ ０

そ の 他 固 定 負 債 １０ １８  ８

( 純 資 産 の 部 )   (１１,３０９) (47.4)   (２０,４２５) (65.6)       ９,１１５

株 主 資 本      ９ ,１６１ 38.4     １８,８６２ 60.6       ９,７０１

資 本 金 １,８５１ 7.8 ３,３５１ 10.8 １,４９９

資 本 剰 余 金 ５９８ 2.5 ２,０９８ 6.7 １,４９９

利 益 剰 余 金 ６,７１６ 28.1 １３,４１８ 43.1 ６,７０１

自 己 株 式 △ ５ △0.0 △ ６ △0.0 △ ０

評価・換算差額等       ２,１４８ 9.0       １,５６２ 5.0       △ ５８５

その他有価証券評価差額金 １,３２４ 5.5 ６４６ 2.1 △ ６７７

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △ ３５ △0.1 ５６ 0.2 ９１

為替換算調整勘定 ８５９ 3.6 ８５９ 2.7 ０

負債・純資産合計 ２３,８７０ 100.0 ３１,１１８ 100.0 ７,２４８
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(2) 連結損益計算書 

（単位 百万円／端数切捨て） 

前連結会計年度 
(自平成 18 年４月 1 日) 
(至平成 19 年 3 月 31 日) 

当連結会計年度 
(自平成 19 年４月 1 日) 
(至平成 20 年 3 月 31 日) 

比 較 増 減 
（減少は△） 

期  別 

 

 科  目 
金 額 百分比(%) 金 額 百分比(%) 金 額 増減率(%)

Ⅰ 海 運 業 収 益 １７,４３２ 100.0 ２３,３５９ 100.0 ５,９２６ 34.0

Ⅱ 海 運 業 費 用 １２,６８８ 72.8 １２,５２８ 53.6 △ １５９ △1.3

海 運 業 利 益 ４,７４４ 27.2 １０,８３０ 46.4 ６,０８６ 128.3

Ⅲ その他事業収益 １４ 0.1 ２３ 0.1 ９ 68.2

Ⅳ その他事業費用 ８ 0.1 １２ 0.1 ３ 40.3

そ の 他 事 業 利 益 ５ 0.0 １０ 0.0 ５ 118.3

営 業 総 利 益 ４,７４９ 27.2 １０,８４１ 46.4 ６,０９２ 128.3

Ⅴ 一 般 管 理 費 ８７７ 5.0 １,００８ 4.3 １３０ 14.9

営 業 利 益 ３,８７１ 22.2 ９,８３３ 42.1 ５,９６２ 154.0

Ⅵ 営 業 外 収 益  

受取利息及び配当金 １１９ ２５５  １３５

そ の 他 ５０ ４６  △３

営 業 外 収 益 合 計 １６９ 1.0 ３０１ 1.3 １３２ 77.9

Ⅶ 営 業 外 費 用  

支 払 利 息 １６４ １２５  △３８

為 替 換 算 差 損 １４０ ９８１  ８４０

そ の 他 ３５ １１１  ７６

営 業 外 費 用 合 計 ３４０ 2.0 １,２１８ 5.2 ８７８ 257.9

経 常 利 益 ３,７００ 21.2 ８,９１６ 38.2 ５,２１６ 141.0

Ⅷ 特 別 利 益  

投資有価証券売却益 ３８ ０  △３８

過年度損益修正益 － ３２  ３２

固 定 資 産 売 却 益 － ２,３４５  ２,３４５

特 別 利 益 合 計 ３８ 0.2 ２,３７７ 10.2 ２,３３９ 6,069.2

Ⅸ 特 別 損 失  

過年度損益修正損 ９２ ０  △９１

そ の 他 － ５９  ５９

特 別 損 失 合 計 ９２ 0.5 ６０ 0.3 △３１ △34.2

税金等調整前当期純利益 ３,６４６ 20.9 １１,２３３ 48.1 ７,５８７ 208.1

法人税、住民税及び事業税 １,６２２ 9.3 ３,８０６ 16.3 ２,１８４ 134.6

法 人 税 等 調 整 額 △ ２０７ △ 1.2 ２２８ 1.0 ４３６ △210.5

当 期 純 利 益 ２,２３１ 12.8 ７,１９８ 30.8 ４,９６６ 222.6
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(3) 連結株主資本等変動計算書 

 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）     （単位：百万円／端数切捨て） 

株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日 残高 １,８５１ ５９８ ４,７７４ △ ５ ７,２１９

連結会計年度中の変動額  

剰余金の配当 △ ２７５  △ ２７５

利益処分による役員賞与 △ １４  △ １４

当期純利益 ２,２３１  ２,２３１

自己株式の取得 △ ０ △ ０

株主資本以外の項目の 

連結会計年度中の変動額（純額）
 

連結会計年度中の変動額合計 － － １,９４１ △ ０ １,９４１

平成19年３月31日 残高 １,８５１ ５９８ ６,７１６ △ ５ ９,１６１

 

 

評価・換算差額等 

 その他有価証

券評価差額金

繰延ヘッジ 

損益 

為替換算 

調整勘定 

評価・換算 

差額等合計 

純資産合計 

平成18年３月31日 残高 １,０８１ － ８５９ １,９４０ ９,１６０

連結会計年度中の変動額  

剰余金の配当  △ ２７５

利益処分による役員賞与  △ １４

当期純利益  ２,２３１

自己株式の取得  △ ０

株主資本以外の項目の 

連結会計年度中の変動額（純額）
２４２ △ ３５ ２０７ ２０７

連結会計年度中の変動額合計 ２４２ △ ３５ － ２０７ ２,１４９

平成19年３月31日 残高 １,３２４ △ ３５ ８５９ ２,１４８ １１,３０９
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当連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日）     （単位：百万円／端数切捨て） 

株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日 残高 １,８５１ ５９８ ６,７１６ △ ５ ９,１６１

連結会計年度中の変動額  

 新株の発行 １,４９９ １,４９９  ２,９９９

剰余金の配当 △４９６  △ ４９６

当期純利益 ７,１９８  ７,１９８

自己株式の取得 △ ０ △ ０

株主資本以外の項目の 

連結会計年度中の変動額（純額）
 

連結会計年度中の変動額合計 １,４９９ １,４９９ ６,７０１ △ ０ ９,７０１

平成20年３月31日 残高 ３,３５１  ２,０９８ １３,４１８ △ ６ １８,８６２

 

 

評価・換算差額等 

 その他有価証

券評価差額金

繰延ヘッジ 

損益 

為替換算 

調整勘定 

評価・換算 

差額等合計 

純資産合計 

平成19年３月31日 残高 １,３２４ △ ３５ ８５９ ２,１４８ １１,３０９

連結会計年度中の変動額  

 新株の発行  ２,９９９

剰余金の配当  △４９６

当期純利益  ７,１９８

自己株式の取得  △ ０

株主資本以外の項目の 

連結会計年度中の変動額（純額）
△ ６７７ ９１ △ ５８５ △ ５８５

連結会計年度中の変動額合計 △ ６７７ ９１ － △ ５８５ ９,１１５

平成20年３月31日 残高 ６４６ ５６ ８５９ １,５６２ ２０,４２５
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(4) 連結キャッシュ・フロ－計算書 

（単位 百万円／端数切捨て） 

期  別 

科  目 

前 連 結 会 計 年 度

(自 平成 18 年 4 月 1 日)

(至 平成 19 年 3月 31 日)

当 連 結 会 計 年 度 

(自 平成 19 年 4 月 1 日) 

(至 平成 20 年 3月 31 日) 

比較増減 
（減少は△） 

1. 営業活動によるキャッシュ･フロー  
 税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 ３,６４６ １１,２３３ ７,５８７
 減 価 償 却 費 １,７１６ １,７３２ １６
 貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 △ ０ ０ ０
 賞 与 引 当 金 の 増 減 額 ２ １ △ ０
 役 員賞与引 当金の増 減 額 ３５ ４８ １３
 退 職給付引 当金の増 減 額 △ ２８ △１ ２６
 役員退職慰労引当金の増減 額 △ ７ － △ ７
 特 別修繕引 当金の増 減 額 △ ５１ △０ ５０
 受 取利息及 び受取配 当 金 △ １１９ △２５５ △ １３５
 支 払 利 息 １６４ １２５ △ ３８
 固 定 資 産 売 却 益 － △２,３４５ △ ２,３４５
 固 定 資 産 除 却 損 － ０ ０
 投 資 有 価 証 券 売 却 損 益 △ ３８ △ ０ ３８
 投 資 有 価 証 券 評 価 損 益 － ４１ ４１
 為 替 換 算 差 額 １３３ ９７３ ８４０
 未 収 消 費 税 の 増 減 額 ０ △ ４ △ ５
 船 内 準 備 金 の 増 減 額 ６ ２０ １３
 た な 卸 資 産 の 増 減 額 １１９ △ １６２ △ ２８２
 売 上 債 権 の 増 減 額 ９８ △ ２３６ △ ３３４
 仕 入 債 務 の 増 減 額 △ ６７６ ４３４ １,１１１
 役 員 賞 与 の 支 払 額 △ １４ － １４
 そ の 他          ３６１               １９３       △ １６０
 小    計 ５,３４８ １１,８００ ６,４５１
 利 息及び配 当金の受 領 額 １１７ ２３８ １２１
 利 息 支 払 額 △ １６４ △ １３２ ３２
 法 人 税 等 支 払 額          △ ８７３     △ １,９７１      △ １,０９７
 営業活動によるキャッシュ･フロー ４,４２７ ９,９３５ ５,５０８

2. 投資活動によるキャッシュ･フロー  
 定期預金の預入による支出 － △ ２００ △ ２００
 有形固定資産の取得による支出 △ １,６７７ △ １,８３４ △ １５７
 有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 － ３,２７０ ３,２７０
 無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ １ △ ０ １
 投資有価証券の取得による支出 △ １,０６７ △ ３,１９６ △ ２,１２８
 投資有価証券の売却による収入 １３９ ０ △ １３８
 投資有価証券の償還による収入 ９ ５９ ４９
 貸 付金の回 収による 収入  １ １ ０
 その他投資の取得による支出 △ １８ △ １０ ７
 そ の 他 投 資 の 解 約 に よ る 収 入 ２ － △ ２
 そ の 他               △ ６                    ３                    ７
 投資活動によるキャッシュ･フロー △ ２,６１８ △ １,９０６ ７１２

3. 財務活動によるキャッシュ･フロ―  
 短 期 借 入 金 増 減 額 ７０ △ ３００ △ ３７０
 長 期 借 入 金 に よ る 収 入 ３,１０２ － △ ３,１０２
 長期借入金の返済による支出 △ ３,４１４ △ ３,７７４ △ ３５９
 社 債 の 発 行 に よ る 収 入 － ３,０００ ３,０００
 配 当 金 の 支 払 額 △ ２７３ △ ４９５ △ ２２１

 そ の 他          △ ０         △ ２７         △ ２７

 財務活動によるキャッシュ･フロー △ ５１６ △ １,５９７ △ １,０８１

4. 現金及び現金同等物に係わる換算差額        △ １２４      △ １,０５４             △ ９３０

5. 現金及び現金同等物の増減額            １,１６９             ５,３７７        ４,２０８

6. 現金及び現金同等物期首残高           ２,２２０       ３,３８９            １,１６９

7. 現金及び現金同等物期末残高        ３,３８９       ８,７６７            ５,３７７
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 (5) 連結財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

 ① 連結の範囲に関する事項 

 

連結子会社の数 ----------- ２社 DELICA SHIPPING S.A. / GRIFFITH S.A. 

  子会社はすべて連結されております。 

 

 ② 持分法の適用に関する事項 

 

ａ．持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の数 ----------- １社 乾光海運㈱ 

 

ｂ．持分法を適用しない理由 

関連会社 乾光海運㈱は連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要

性がないため、持分法の適用から除外しております。 

 

 ③ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

 

連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。 

 

 ④ 会計処理基準に関する事項 

 

  ａ．重要な資産の評価基準及び評価方法 

(ｲ) その他有価証券 

時価のあるもの ----------- 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）に

よっております。 

時価のないもの ----------- 移動平均法による原価法によっております。 

(ﾛ) デリバティブ

  
----------- 時価法によっております。 

(ﾊ) 貯蔵品 ----------- 主として移動平均法による原価法によっております。 

        

   ｂ．重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産   

船舶 ----------- 定額法によっております。 

その他 ----------- 定率法によっております。 

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設備を

除く）は定額法によっております。 

（会計方針の変更） 

当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、平成１９年４

月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税

法に基づく減価償却の方法に変更しております。これによる当

連結会計年度の営業利益・経常利益及び税金等調整前当期純利

益に与える影響は軽微であります。なお、セグメント情報に与

える影響も軽微であります。 

（追加情報） 

なお、平成１９年３月３１日以前に取得した資産について、改

正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価

額の５％に到達した期の翌期より、取得価額の５％相当額と備

忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却に含め

て計上しております。これによる当連結会計年度の営業利益・
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経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微で

あります。なお、セグメント情報に与える影響も軽微でありま

す。 

無形固定資産 

ソフトウェア ----------- 自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法によっております。 

 

ｃ．重要な繰延資産の処理方法 

(ｲ) 社債発行費 

支出時に全額費用処理しております。 

(ﾛ) 株式交付費 

支出時に全額費用処理しております。 

 

ｄ．重要な引当金の計上基準 

(ｲ) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

(ﾛ) 賞与引当金 

従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

(ﾊ) 役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上しております。 

(ﾆ) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

(ﾎ) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金支出に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末における要支給額に基づき、計上

しております。なお、当社は平成１７年度定時株主総会において、同総会終結時をもって役員の退職慰

労金制度を廃止し、同総会終結時までの在任期間に対応する退職慰労金を各役員の退任時に支払うこと

が決議されたため、当該期間に対応する内規に基づく要支給額を計上しております。また、同総会終結

時をもって、当該引当金勘定から、その残高を未払役員退職慰労金に振替えております。 

(ﾍ) 特別修繕引当金 

船舶安全法による船舶の定期検査工事に係る費用の支出に備えるため、過年度の特別修繕に要した費

用を基礎に将来の修繕見込みを加味して計上しております。 

 

ｅ．収益及び費用の計上基準 

海運業収益及び費用の計上方法は、航海日割基準によっております。 

 

ｆ．重要なリース取引の処理方法 

リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

ｇ．重要なヘッジ会計の方法 

(ｲ) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。 

なお、為替予約については、振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについて

は特例処理の要件を満たしている場合には特例処理を採用しております。 

(ﾛ) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ----------- 為替予約取引 金利スワップ取引 商品先物 

ヘッジ対象 ----------- 外貨予定取引 借入金 船舶燃料 
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(ﾊ) ヘッジ方針 

社内管理規定に基づき、燃料油購入等における価格変動や、為替相場の変動によるリスクを回避するた

めにデリバティブ取引を利用しており、投機目的のものではありません。また、金利リスクの低減並び

に金融収支改善のため、対象債務の範囲内でヘッジを行っております。 

(ﾆ) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段及びヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつヘッジ開始時及びその後も継続して

相場変動を完全に相殺するものと想定することが出来るため、ヘッジ有効性の判定は省略しておりま

す。 

なお、商品先物については、ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計と、ヘッジ手段

の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とを比較し、両者の変動額等を基礎として有効性を判定

しております。 

 

  ｈ．その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 ----------- 税抜方式を採用しております。 

 

 ⑤ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

 

全面時価評価法を採用しております。 

 

 ⑥ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
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(6) 注記事項 

 

① 連結貸借対照表関係 

 

 
前連結会計年度 

(平成 19 年 3 月 31 日現在) 

当連結会計年度 

(平成 20 年 3 月 31 日現在) 

ａ．有形固定資産の減価償却累計額 １５,３７５ 百万円 １７,０９１ 百万円

ｂ．担保に供している資産 

船舶 １１,７１６ 百万円 ５,８２７ 百万円

 

 

 

② 連結損益計算書関係 

 

 
前連結会計年度 

(平成 18 年４月１日～平成 19 年 3 月 31 日) 

当連結会計年度 

(平成 19 年４月１日～平成 20 年 3 月 31 日) 

ａ．一般管理費の主な費目 

役員報酬 １３３ 百万円 １５４ 百万円

従業員給与 ２３０  〃 ２６１  〃 

福利厚生費 ７６  〃 ８０  〃 

賞与引当金繰入額 １９  〃 ２１  〃 

役員賞与引当金繰入額 ３５  〃 ８３  〃 

退職給付引当金繰入額 ５  〃 ２  〃 

減価償却費 ２２  〃 １７  〃 

ｂ．上記を除く引当金繰入額の内容及び金額 

海運業費用(船費)の内 

賞与引当金繰入額 ０ 百万円 ０ 百万円

退職給付引当金繰入額 １  〃 １０  〃 

特別修繕引当金繰入額 ６４  〃 ６９  〃 

ｃ．固定資産売却益の内訳 

船舶 － 百万円 ２,３４４ 百万円

 

 

 

③ 連結株主資本等変動計算書関係 

  

当連結会計年度（自 平成１９年４月１日 至 平成２０年３月３１日） 

 ａ．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  
前連結会計年度末 

株式数（千株） 

当連結会計年度 

増加株式数（千株）

当連結会計年度 

減少株式数（千株） 

当連結会計年度末 

株式数（千株） 

発行済株式  

  普通株式 ２７,５８１ １,８４７ － ２９,４２９

自己株式  

  普通株式 １８ ０ － １９

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加３１２株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 
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 ｂ．配当に関する事項 

 （ｲ）配当金支払額 

 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額

（百万円） 

１株当たり 

配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成１９年６月２８日

定時株主総会 
普通株式 ４９６ １８.０

平成１９年 

３月３１日 

平成１９年 

６月２９日 

 

（ﾛ）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

    次の通り、決議を予定しております。 

 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額

（百万円） 

１株当たり 

配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成２０年６月２７日

定時株主総会 
普通株式 １,１７６ ４０.０

平成２０年 

３月３１日 

平成２０年 

６月３０日 

 

 

 

 ④ 連結キャッシュ・フロー計算書関係 

 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 前連結会計年度 
(平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日) 

当連結会計年度 
(平成 19 年 4 月 1 日～平成 20 年 3 月 31 日) 

現金及び預金勘定 ３,３８９ 百万円 ８,７６７ 百万円

現金及び現金同等物 ３,３８９ 百万円 ８,７６７ 百万円

 

 

 （開示の省略） 

  リース取引、関連当事者との取引、税効果会計、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、ストック・オプ 

ション等、企業結合等に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられ

るため開示を省略しております。 

 

 

 

 ⑤ セグメント情報 

 

ａ．事業の種類別セグメント情報 

前連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日)

当社及び連結子会社の営んでいる事業のうち、海運

業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメ

ントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの

資産の金額の合計額に占める割合がいずれも９０％

を超えているため、事業の種類別セグメント情報の

記載を省略しております。 

同     左 
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ｂ．所在地別セグメント情報  

前連結会計年度（自 平成１８年４月１日 至 平成１９年３月３１日） 

（単位 百万円／端数切捨て） 

 日本 中米(ﾊﾟﾅﾏ) 計 消去又は全社 連結 

1. 売上高及び営業損益  

 売 上 高  

 (ｲ) 外部顧客に対する売上高 １７,４４６ － １７,４４６ (    －) １７,４４６

 (ﾛ) セグメント間の内部売上高及び振替高 ３３４ ３,８３１ ４,１６５ (４,１６５) －

 計 １７,７８１ ３,８３１ ２１,６１２ (４,１６５) １７,４４６

 営 業 費 用 １４,０２８ ３,７１３ １７,７４１ (４,１６５) １３,５７５

 営 業 利 益 ３,７５３ １１７ ３,８７１     －  ３,８７１

2. 資 産 １２,５３８ １３,３１３ ２５,８５２ (１,９８２) ２３,８７０

 

 

当連結会計年度（自 平成１９年４月１日 至 平成２０年３月３１日） 

（単位 百万円／端数切捨て） 

 日本 中米(ﾊﾟﾅﾏ) 計 消去又は全社 連結 

1. 売上高及び営業損益  

 売 上 高  

 (ｲ) 外部顧客に対する売上高 ２３,３８３ － ２３,３８３ (       －) ２３,３８３

 (ﾛ) セグメント間の内部売上高及び振替高 ３４７ ３,８３５ ４,１８３ (４,１８３) － 

 計 ２３,７３０ ３,８３５ ２７,５６６ (４,１８３) ２３,３８３

 営 業 費 用 １３,８６８ ３,８６４ １７,７３２ (４,１８３) １３,５４９

 営 業 利 益 ９,８６１ △ ２８ ９,８３３ － ９,８３３

2. 資 産 ２１,５１６ １２,３８９ ３３,９０５ (２,７８７) ３１,１１８

 

 

ｃ．海外売上高 

前連結会計年度（自 平成１８年４月１日 至 平成１９年３月３１日） 

（単位  百万円／端数切捨て） 

 北 米 ヨ－ロッパ アジア オセアニア その他 計 

Ⅰ 海外売上高 ４,６５９ １,５０１ １,１７２ １,１８５ ６ ８,５２５

Ⅱ 連結売上高 － － － － － １７,４４６

Ⅲ 

 

連結売上高に占める 

海外売上高の割合(％) 
２６.７ ８.６ ６.７ ６.８ ０.０ ４８.９

 （注） １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

     ２．各区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米 ----------- アメリカ合衆国、カナダ 

(2) ヨーロッパ ----------- ドイツ、オランダなど欧州諸国 

(3) アジア ----------- 東アジア、中近東、中華人民共和国などアジア諸国 

(4) オセアニア ----------- オーストラリア、ニュージーランド 

(5) その他 ----------- アフリカ諸国 

     ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
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当連結会計年度（自 平成１９年４月１日 至 平成２０年３月３１日） 

（単位  百万円／端数切捨て） 

 北 米 ヨ－ロッパ アジア オセアニア その他 計 

Ⅰ 海外売上高 ３,０７３ ２,３４３ １,０９４ ３,３１２ ３４ ９,８５８

Ⅱ 連結売上高 － － － － － ２３,３８３

Ⅲ 

 

連結売上高に占める 

海外売上高の割合(％) 
１３.１ １０.０ ４.７ １４.２ ０.１ ４２.２

 （注） １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

     ２．各区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米 ----------- アメリカ合衆国、カナダ 

(2) ヨーロッパ ----------- ドイツ、ノルウェーなど欧州諸国 

(3) アジア ----------- 東アジア、中近東、中華人民共和国などアジア諸国 

(4) オセアニア ----------- オーストラリア、ニュージーランド 

(5) その他 ----------- アフリカ諸国 

     ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 

 

 

⑥ １株当たり情報 

 

  
前連結会計年度 

(平成 18 年４月１日～平成 19 年 3 月 31 日)
当連結会計年度 

(平成 19 年４月１日～平成 20 年 3 月 31 日)

１株当たり純資産額 ４１０円３２銭 ６９４円４９銭

１株当たり当期純利益金額 ８０円９５銭 ２５０円８１銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

 

 

 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜

在株式が存在しないため記載

しておりません。 

２４９円５７銭

（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。 

  
前連結会計年度 

(平成 18 年４月１日～平成 19 年 3 月 31 日)
当連結会計年度 

(平成 19 年４月１日～平成 20 年 3 月 31 日)

１株当たり当期純利益金額 

当期純利益 ２,２３１ 百万円 ７,１９８ 百万円

普通株主に帰属しない金額 － 百万円 － 百万円

（うち利益処分による役員賞与金） (－  〃 ) (－  〃 )

普通株式に係る当期純利益 ２,２３１ 百万円 ７,１９８ 百万円

期中平均株式数 ２７,５６２ 千株 ２８,６９９ 千株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

当期純利益調整額 － 百万円 － 百万円

普通株式増加数 － 千株 １４２   千株

（うち転換社債型新株予約権付社債） (－ 〃 ) (１４２   〃 )
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５．個別財務諸表 

 (1) 貸借対照表 

（単位 百万円／端数切捨て） 

前事業年度 

（平成19年3月31日現在）

当事業年度 

（平成20年3月31日現在） 

比較増減 

（減少は△） 

期  別 

 

 科  目 
金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 

 ％ ％ 

( 資  産  の  部  )    (１２,５３８) (100.0)    (２１,５１６) (100.0)    (８,９７８)

 流 動 資 産       ４,６９３ 37.4      １０,７１３ 49.8       ６,０２０

現 金 ・ 預 金 ３,１３９  ８,６２０  ５,４８１

海 運 業 未 収 金 ２６８ ５０４  ２３６

立 替 金 ３８７ １４３  △ ２４３

有 価 証 券 ５８ １８４  １２５

貯 蔵 品 ３１８ ４８１  １６２

繰延及び前払費用 １５５ １３４  △ ２０

代 理 店 債 権 １８２ ２２７  ４４

繰 延 税 金 資 産 ８２ １５４  ７２

そ の 他 流 動 資 産 １０１ ２６１  １６０

貸 倒 引 当 金 △ ０ △ ０  ０

 固 定 資 産      ７,８４５ 62.6     １０,８０３ 50.2      ２,９５８

有 形 固 定 資 産      １,１４７ 9.2       １,２５８ 5.8       １１０

船 舶 ９３６ ７５４  △ １８２

建 物 ・ 構 築 物 ７９ ７０  △ ８

器 具 ・ 備 品 ３４ ２３  △ １０

土 地 ９７ ９４  △ ２

建 設 仮 勘 定 － ３１５  ３１５

無 形 固 定 資 産            １３ 0.1          １０ 0.0           △ ２

電 話 加 入 権 １ １  －

ソ フ ト ウ ェ ア １１ ９  △ ２

投資その他の資産       ６,６８４ 53.3       ９,５３４ 44.3       ２,８５０

投 資 有 価 証 券 ４,８８５ ６,６５７  １,７７１

関 係 会 社 株 式 ２１ ２１  －

関係会社長期貸付金 １,６００ ２,１００  ５００

従業員長期貸付金 ６ ６  △ ０

繰 延 税 金 資 産 － ３７０  ３７０

長 期 性 預 金 － ２００  ２００

そ の 他 長 期 資 産 １７２ １８０  ８

貸 倒 引 当 金 △ １ △ ２  △ １

資 産 合 計 １２,５３８ 100.0 ２１,５１６ 100.0 ８,９７８
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（単位 百万円／端数切捨て） 

前事業年度 

（平成19年3月31日現在）

当事業年度 

（平成20年3月31日現在） 

比較増減 

（減少は△） 

期  別 

 

 科  目 
金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 

 ％ ％ 

( 負  債  の  部  )      (３,６９０) (29.4)       (５,０６１) (23.5)    ( １,３７１)

 流 動 負 債       ３,２５１ 25.9        ４,９０５ 22.8       １,６５４

海 運 業 未 払 金 ６２２  １,０５０  ４２８

短 期 借 入 金 １,００７ ２００  △ ８０７

未 払 法 人 税 等 １,１３８ ２,９９５  １,８５７

未 払 費 用 １５ １２  △ ３

前 受 金 ３０７ ４５５  １４８

預 り 金 １４ １６  ２

賞 与 引 当 金 ２０ ２２  １

役 員 賞 与 引 当 金 ３５ ８３  ４８

そ の 他 流 動 負 債 ９１ ７０  △ ２１

  

 固 定 負 債          ４３８ 3.5         １５５ 0.7       △ ２８２

繰 延 税 金 負 債 ２６８ －  △ ２６８

退 職 給 付 引 当 金 ７５ ７３  △ １

未 払 役 員 退 職 慰 労 金 ６８ ６５  △ ３

特 別 修 繕 引 当 金 １９ ４  △ １４

そ の 他 固 定 負 債 ７ １２  ５

  

( 純 資 産 の 部 )     (８,８４８) (70.6)    (１６,４５５) (76.5)    (７,６０６)

株 主 資 本       ７,５５９ 60.3      １５,７４７ 73.2       ８,１８８

資 本 金 １,８５１ 14.8        ３,３５１ 15.6     １,４９９

資 本 剰 余 金 ５９８ 4.8        ２,０９８ 9.7     １,４９９

利 益 剰 余 金  ５,１１５ 40.8 １０,３０４ 47.9 ５,１８８

自 己 株 式           △ ５ △0.1            △ ６ △0.0          △ ０

  

評価・換算差額等       １,２８８ 10.3           ７０７ 3.3       △ ５８１

その他有価証券評価差額金 １,３１７ 10.5 ６４８ 3.0 △ ６６８

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △ ２８ △0.2 ５８ 0.3 ８７

  

負債・純資産合計 １２,５３８ 100.0 ２１,５１６ 100.0 ８,９７８
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(2) 損益計算書 

（単位 百万円／端数切捨て） 

前事業年度 
(自平成 18 年 4 月 1 日) 
(至平成 19 年 3 月 31 日) 

当事業年度 
(自平成 19 年 4 月 1 日) 
(至平成 20 年 3 月 31 日) 

期  別 

 

 科  目 
金 額 百分比(%) 金 額 百分比(%) 

比較増減 
（減少は△） 

Ⅰ 海 運 業 収 益 １７,７６７ 100.0 ２３,７０６ 100.0 ５,９３９

Ⅱ 海 運 業 費 用 １３,１５８ 74.0 １２,８６３ 54.3 △ ２９４

海 運 業 利 益 ４,６０９ 26.0 １０,８４３ 45.7 ６,２３３

Ⅲ その他事業収益 １４ 0.1 ２３ 0.1 ９

Ⅳ その他事業費用 ８ 0.1 １２ 0.0 ３

そ の 他 事 業 利 益 ５ 0.0 １０ 0.1 ５

営 業 総 利 益 ４,６１４ 26.0 １０,８５４ 45.8 ６,２３９

Ⅴ 一 般 管 理 費 ８６１ 4.9 ９９２ 4.2 １３１

営 業 利 益 ３,７５３ 21.1 ９,８６１ 41.6 ６,１０８

Ⅵ 営 業 外 収 益  

受取利息及び配当金 １３０ 0.7 ２５４ 1.1 １２３

そ の 他 ４５ 0.3 ３７ 0.1 △ ７

営 業 外 収 益 合 計 １７５ 1.0 ２９１ 1.2 １１５

Ⅶ 営 業 外 費 用  

支 払 利 息 １２ 0.1 ９ 0.0 △ ３

為 替 換 算 差 損 ８９ 0.5 ８１１ 3.4 ７２１

そ の 他 ３６ 0.2 １０９ 0.5 ７３

営 業 外 費 用 合 計 １３８ 0.8 ９３０ 3.9 ７９１

経 常 利 益 ３,７９１ 21.3 ９,２２３ 38.9 ５,４３２

Ⅷ 特 別 利 益  

投資有価証券売却益 ３８ 0.2 ０ 0.0 △ ３８

過年度損益修正益 － － １４ 0.1 １４

そ の 他 － － ０ 0.0 ０

特 別 利 益 合 計 ３８ 0.2 １５ 0.1 △ ２２

Ⅸ 特 別 損 失  

過年度損益修正損 ８１ 0.4 － － △ ８１

そ の 他 － － ５９ 0.3 ５９

特 別 損 失 合 計 ８１ 0.4 ５９ 0.3 △ ２１

税 引 前 当 期 純 利 益 ３,７４８ 21.1 ９,１７９ 38.7 ５,４３０

法人税、住民税及び事業税 １,６２２ 9.1 ３,８０６ 16.0 ２,１８４

法 人 税 等 調 整 額 △ ２１７ △ 1.2 △ ３１２ △ 1.3 △ ９４

当 期 純 利 益 ２,３４３ 13.2 ５,６８５ 24.0 ３,３４１
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(3) 株主資本等変動計算書 

 

前事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）      （単位：百万円／端数切捨て） 

株主資本 

資本

剰余金
利益剰余金 

その他利益 

剰余金 

 
資本金 

資本

準備金

利益 

準備金 任意 

積立金 

繰越利益

剰余金 

利益 

剰余金 

合計 

自己 

株式 

株主資本

合計 

平成18年３月31日残高 １,８５１ ５９８ ３１２ ９３８ １,８１０ ３,０６１ △ ５ ５,５０５

事業年度中の変動額  

別途積立金の積立  ９２６ △ ９２６ －

剰余金の配当  △ ２７５ △ ２７５ △ ２７５

利益処分による 

役員賞与 
 △ １４ △ １４ △ １４

当期純利益  ２,３４３ ２,３４３ ２,３４３

自己株式の取得  △ ０ △ ０

株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額

（純額） 

 

事業年度中の変動額 

合計 
－ － － ９２６ １,１２７ ２,０５３ △ ０ ２,０５３

平成19年３月31日残高 １,８５１ ５９８ ３１２ １,８６４ ２,９３８ ５,１１５ △ ５ ７,５５９

 

評価・換算差額等 

 その他有価証券評価

差額金 

繰延ヘッジ

損益 

評価・換算 

差額等合計 

純資産合計 

平成18年３月31日 残高 １,０７５ － １,０７５ ６,５８１

事業年度中の変動額 

別途積立金の積立 －

剰余金の配当 △ ２７５

利益処分による役員賞与 △ １４

当期純利益 ２,３４３

自己株式の取得 △ ０

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額（純額） 
２４２ △ ２８ ２１３ ２１３

事業年度中の変動額合計 ２４２ △ ２８ ２１３ ２,２６７

平成19年３月31日 残高 １,３１７ △ ２８ １,２８８ ８,８４８
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当事業年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日）       （単位：百万円／端数切捨て） 

株主資本 

資本 

剰余金 
利益剰余金 

その他利益 

剰余金 

 
資本金 

資本 

準備金 

利益 

準備金 任意 

積立金 

繰越利益

剰余金 

利益 

剰余金 

合計 

自己 

株式 

株主資本 

合計 

平成19年３月31日 

残高 
１,８５１ ５９８ ３１２ １,８６４ ２,９３８ ５,１１５ △ ５ ７,５５９

事業年度中の変動額  

新株の発行 １,４９９ １,４９９  ２,９９９

剰余金の配当  △ ４９６ △ ４９６ △ ４９６

当期純利益  ５,６８５ ５,６８５ ５,６８５

自己株式の取得  △ ０ △ ０

株主資本以外の項

目の事業年度中の

変動額（純額） 

 

事業年度中の変動

額合計 
１,４９９ １,４９９ － － ５,１８８ ５,１８８ △ ０ ８,１８８

平成20年３月31日 

残高 
３,３５１ ２,０９８ ３１２ １,８６４ ８,１２７１０,３０４ △ ６ １５,７４７

 

評価・換算差額等 

 その他有価証券評

価差額金 

繰延ヘッジ

損益 

評価・換算 

差額等合計 

純資産合計 

平成19年３月31日残高 １,３１７ △ ２８ １,２８８ ８,８４８

事業年度中の変動額 

新株の発行 ２,９９９

剰余金の配当 △ ４９６

当期純利益 ５,６８５

自己株式の取得 △ ０

株主資本以外の項目の事業年度中

の変動額（純額） 
△ ６６８ ８７ △ ５８１ △ ５８１

事業年度中の変動額合計 △ ６６８ ８７ △ ５８１ ７,６０６

平成20年３月31日残高 ６４８ ５８ ７０７ １６,４５５
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６．その他 

 

(1)  生産、受注及び販売の状況 

 

① 部門別売上高明細書 

（単位 百万円／端数切捨て） 

前連結会計年度 
(平成 18 年 4月 1日～平成 19 年 3月 31 日) 

当連結会計年度 
(平成 19 年 4月 1日～平成 20 年 3月 31 日)  

金 額 比 率(%) 金 額 比 率(%) 

貨物運賃 １２,９３７ ７４ １８,６９９ ８０

貸 船 料 ４,４６３ ２５ ４,６５５ １９

そ の 他 ４６ １ ２８ １

合 計 １７,４４６ １００ ２３,３８３ １００

（注）その他は、定期用船関係手数料及び不動産賃貸収入であります。 

 

② 期末支配船腹 

 

前連結会計年度 

(平成 19 年 3 月 31 日現在)

当連結会計年度 

(平成 20 年 3 月 31 日現在)
比較増減(減少は△) 

 

隻数 重量屯数(Ｋ／Ｔ) 隻数 重量屯数(Ｋ／Ｔ) 隻数 重量屯数(Ｋ／Ｔ)

社 船 １４ ４３９,２３１ １４ ４３６,７５４ ０ △ ２,４７７

用 船 ６ １７５,８２７ ６ ２０２,１３２ ０ ２６,３０５

合 計 ２０ ６１５,０５８ ２０ ６３８,８８６ ０ ２３,８２８

 

 

 


